
令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業に係る効果検証

１．交付対象事業の名称および事業の始期・終期 ２．交付対象事業の分類 ４．事業実施に係る定量的実績指標 ５．事業実施による効果

No. 事業名 事業概要 事業始期 事業終期 国における経済対策との関係
市独自の分類

（集計用）

実施計画上の

事業費(円)
実績額(円) 交付金充当額(円) 成果目標 目標値 実績値 単位

事業成果

感染拡大防止
具体的な理由

事業成果

経済活性化
具体的な理由

1 避難所用感染症対応物品整備事業
避難所において新型コロナウイルスに対応した運営を行うため、消毒

液等を整備する。
R5.2.9 R5.2.16 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
2,200,000 1,980,000 1,980,000

消毒液の整備数（１

ℓ/本）
1000 1000 本

非常に効果的で

あった

新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた避難所

開設に向け、消耗品の備蓄ができた。

2 ＩＣＴ支援員雇用事業

新型コロナウイルス感染症に対応した教育環境整備の一環として、

各学校の通信環境や遠隔授業におけるトラブル等に対応できるよ

う、８名のICT支援員を配置する。

R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつ

ながる「デジタル田園都市国家構想」

③Withコロナに向けた

取組
15,160,000 14,128,913 14,128,913 配置人数 8 8 人 効果的であった

ICT支援員の設置により学校ICT環境、臨時休業等

によるオンライン授業環境の効率的な利用促進を図る

ことができた。

3 オンライン会議等環境整備事業

会議等の非対面化により新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防

止するため、オンライン会議の円滑化に資する通信環境等を整備す

る。

R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつ

ながる「デジタル田園都市国家構想」

③Withコロナに向けた

取組
994,000 969,540 969,540 Wi-Fi設備台数 53 53 台

非常に効果的で

あった

Wi－Fi環境を増設したことによりWeb会議を行う

ことができる環境が充実し、対面での会議を減ら

すことに寄与した。

非常に効果的で

あった
庁内におけるオンライン会議の推進に寄与した。

4 テレワーク用タブレットパソコン整備事業
職員の新型コロナウイルス感染症感染リスクを低減させるため、テレ

ワーク用タブレットパソコンを賃借する。
R4.4.1 R5.3.31

③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつ

ながる「デジタル田園都市国家構想」

③Withコロナに向けた

取組
3,762,000 3,762,000 3,762,000

テレワーク用タブレットパ

ソコン台数
50 50 台

非常に効果的で

あった

職員が在宅でも使用することができるテレワーク用

パソコンを整備することにより、感染拡大防止に寄

与した。

非常に効果的で

あった

庁内におけるテレワーク環境整備の推進に寄与し

た。

5 確定申告・住民税申告の感染対策事業

確定申告（R5年2月1日～R5年3月15日予定）来場者の混雑

を回避するため申告受付を予約制とし、申告会場内の人数制限を

図り密の発生を防ぐことで新型コロナウイルス感染症の感染対策を構

築する。

R5.1.4 R5.3.15 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
6,061,000 5,760,700 5,760,700

一日当たりの申告受付

件数
300 228 件

非常に効果的で

あった

予約制を導入することにより、申告相談会場の密を回

避することができた。

6 地域交流センター感染症対策事業 新型コロナウイルス感染症対策として、手指消毒液等を整備する。 R4.4.20 R5.3.30 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
1,120,000 623,915 623,915 整備施設数 17 17 施設 効果的であった

各施設でクラスター発生等もなく、一定の感染拡

大防止効果が認められた。

7 生活困窮者支援生理用品配布事業
コロナ禍において、経済的困窮等を理由に生理用品の入手が困難

な方を支援することを目的として、生理用品を無償で配布する。
R4.9.14 R4.10.27 ③-Ⅰ-５．生活・暮らしへの支援

②市民生活や事業者

への支援
1,331,000 724,891 724,891

市庁舎及び保健セン

ターへの生理用品設置

数

1200 623 セット 効果的であった 生活困窮者への生活支援に寄与した。

8 敬老祝写真贈呈事業

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となった敬老福祉大

会の代替事業として、節目年齢の対象者に対して敬老の日のお祝

いとして記念写真を撮影し、台紙仕上げにして贈呈する。

R4.7.12 R5.3.15
③-Ⅱ-１．安全・安心を確保した社

会経済活動の再開

③Withコロナに向けた

取組
14,812,000 7,064,695 7,064,695 贈呈件数 2500 1125 件

非常に効果的で

あった

新型コロナウイルス罹患時に重傷者となるリスクが

高い高齢者に対して、感染リスクを低下しつつ、

生きがいづくりの場を創出することができたため。

非常に効果的で

あった

過去２年間の敬老福祉大会の中止に伴って、市

民からの問い合わせが多かった「敬老写真ボラン

ティア撮影会」について事業化することで、ボラン

ティア活動の経済化・継続化の創出、感染拡大

を予防した外出支援、生きがいづくりの創出を支

援することができた。

9 高齢者等買物困難者支援事業

感染症対策としてコロナ禍でも買物しやすい環境を整備し、高齢者

等の買物困難者を支援することを目的に、市内で移動販売を実施

する事業者に対し、燃料価格等が高騰する中にあっても事業を継続

できるよう、経費の一部を補助する。

R4.4.1 R5.5.8
④-4．コロナ禍において物価高騰等に

直面する生活困窮者等への支援

②市民生活や事業者

への支援
4,000,000 4,000,000 4,000,000

各販売場所の合計利

用者数
40000 33000 人

非常に効果的で

あった

移動販売事業所の経費の一部を補助すること

で、移動販売の事業継続を支援し、買物が困難

な高齢者等の支援につながった。

10 感染症対応物品備蓄事業

防護服や消毒液等の消耗品を備蓄し、感染状況に応じ、医療機

関や福祉施設等に配付することで、新型コロナウイルス感染症感染

拡大のリスクを低減させる。

R4.6.9 R5.3.29 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
8,925,000 4,725,406 4,725,406

備蓄予定数（令和４

年度分）に対する実

際の確保数の割合

100 100 ％
非常に効果的で

あった

新型コロナウイルス感染症等対策において必要な

衛生防護用品等が確保できたため。
効果的であった

市内医療機関配布等に耐えうる量を事業者から

購入したため。

11 市独自ＰＣＲ検査事業

新型コロナウイルス感染者の早期発見による感染拡大防止及び経

済活動再開の支援するため、市民及び市内在勤、在学の方を対象

に、つくば市独自のＰＣＲ検査を実施する。

R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-２．ワクチン接種の促進、検査

の環境整備、治療薬の確保

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
27,244,000 27,244,000 18,933,000

一日あたりの平均受検

者数
60 44 人 効果的であった

感染者を早期に発見することで、感染拡大防止

に貢献することができた。
効果的であった

PCR検査の陰性の結果を示すことで、検査対象

者の出張や旅行等、移動を伴う経済活動をしや

すくしたため。

12 自宅療養者物資支援事業

自宅療養期間に生活物資が不足している新型コロナウイルス感染

症陽性者及びその家族に対し、無償で食料や日用品等の生活物

資を配布し、人流抑制をより確実なものとすることで、感染拡大防止

を図る。

R4.4.1 R4.6.1 ③-Ⅰ-５．生活・暮らしへの支援
②市民生活や事業者

への支援
19,903,000 11,205,285 11,205,285

申請日から２開庁日

以内の初回配送率
100 99 ％

非常に効果的で

あった

感染者に自宅療養に専念してもらう事で、感染

者の体調回復と、人流抑制による感染拡大防止

に役立ったと考えられる。

効果的であった

感染者の需要に対して十分な量の食料品や日

用品などの配布用支援物資を事業者から購入し

たため。

支給世帯 44 44 世帯

支給額 7300 7300 千円

14
つくば市子育て支援短期養育に係るＰＣＲ検査事

業

子育て支援短期養育事業を利用する際に、検査機関・医療機関

で新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査を実施することにより、事

業を安心して利用することができ、かつ感染の早期発見により感染拡

大を防ぐことで、児童の福祉の増進を図ることを目的とする。

R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-２．ワクチン接種の促進、検査

の環境整備、治療薬の確保

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
259,000 34,000 34,000 検査実施回数 3 6 回 効果的であった

子育て支援短期養育事業において、保護者が傷

病、出産、事故その他の理由により一時的に児

童を児童養護施設に預けるときにPCR検査を受

検することができ、新型コロナの感染防止対策を

講じたうえで、事業を実施することができた。

効果的であった

育児疲れなどの理由で、子育て支援短期養育事

業を利用する場合、保護者が休養を取れたことに

よって、意欲的に育児や仕事に取り組むことができ

た。

15 市内中小企業販路拡大補助金

新型コロナウイルス感染症による経済への影響の長期化や原油価

格及び物価高騰の影響を強く受ける市内事業者の販路拡大による

経営力強化と市内発注効果による経済循環のため、非対面型への

転換などの感染症対策を含む販路拡大に取り組む事業者に対し補

助金を交付する。

R4.4.1 R5.4.26
④-4．コロナ禍において物価高騰等に

直面する生活困窮者等への支援

②市民生活や事業者

への支援
80,000,000 45,384,000 45,384,000 交付件数 140 104 件

非常に効果的で

あった

事業者の経営計画見直しの機会を提供するとと

もに、生産性向上、販路拡大、売上向上、感染

拡大防止に資する新たな取組を支援することがで

きた。

16 経営支援ワンストップ窓口事業

新型コロナウイルス感染症による影響を強く受ける市内事業者に対

し、個々に適した経営支援と市内事業者のニーズの把握のため、国

や市の経営支援制度の案内・相談及び専門家によるコンサルティン

グを行う窓口を設置する。

R4.4.1 R5.3.31 ③-Ⅰ-４．事業者への支援
②市民生活や事業者

への支援
18,198,000 18,065,770 18,064,770 専門家派遣延べ日数 216 239 日 効果的であった

窓口利用を通して国や市の経営支援制度の活

用等につなげ、事業者の事業継続に寄与した。

17 タクシー買物代行補助金

新型コロナウイルス感染症による影響の長期化や燃料価格が高騰

する中、収益悪化が著しいタクシー事業者の売上確保と買物不安を

抱える市民の利便性向上を目的としたタクシー事業者への補助制

度。タクシー事業者は市民から依頼された買物と自宅配送を行う。

R4.4.1 R5.5.16
④-4．コロナ禍において物価高騰等に

直面する生活困窮者等への支援

②市民生活や事業者

への支援
934,000 311,000 311,000 交付件数 4 4 件 効果的であった

新型コロナウイルス罹患リスクが高く外出を控えて

いる市民が生活必需品等を購入することに寄与

できた。

非常に効果的で

あった

コロナ禍における急激な売上減少に見舞われたタ

クシー事業者に対して、市民の買物代行による需

要を創出することで緊急的な支援を提供できた。

18 雇用促進支援事業

コロナ禍における原油価格及び物価等の高騰に直面する市内企業

に交付金を交付し、事業継続を支援する。失業した市民や学生等

を新規雇用する市内企業を交付対象とすることで、市民の雇用機

会増大も図る。

R4.4.1 R5.5.10
④-4．コロナ禍において物価高騰等に

直面する生活困窮者等への支援

②市民生活や事業者

への支援
45,000,000 50,450,000 50,450,000 新規雇用数 450 490 人 効果的であった

コロナ禍において新規雇用を躊躇する市内事業

者を支援することで、雇い止め等によって失業した

市民と新たな就労先のマッチングを促し、市民の

雇用創出に寄与した。

ウェブカメラ設置 1 1 台

サーモグラフィー設置 3 3 台

20 学校における衛生医療用消耗品配布事業

　消毒液を始めとした衛生医療用消耗品を購入し、市内小中学校

（義務教育学校を含む）へ配布することで、学校における新型コロ

ナウイルス感染症対策を推進する。

R4.10.5 R5.3.29 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
16,584,000 1,664,300 1,664,300

手指消毒用アルコール

購入
2000 247 本 効果的であった

感染症対策を行うことで、学校内での感染拡大

のリスクを下げることができた。

21 児童生徒の体温・体調管理事業

　児童生徒等の体温・体調管理とデータ集計ができるアプリケーション

を利用し、体調の変化を把握することで、新型コロナウイルス感染症

対策を講じる。

R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつ

ながる「デジタル田園都市国家構想」

③Withコロナに向けた

取組
3,022,000 3,023,328 3,023,328 登録率 90 98.3 ％ 効果的であった

事前に児童生徒の体温・体調の把握及び連絡

ができたため、感染拡大の防止につながった。

スクールカウンセラー延

べ年間相談件数
500 2992 件

スクールソーシャルワー

カー延べ支援件数
400 4290 件 効果的であった

相談は対面で行うため感染拡大防止への直接

的効果は大きくはないが、不安の解消には一定の

効果があったと考えられる。

効果的であった

件数の顕著な増加がみられ、間接的ではあるが

不安解消、自殺等抑止及び関係機関との連携

による経済的効果はあったと考えられる。

３．予算執行状況

7,372,000

4,411,000

13,824,000

13 つくば市子育て世帯への臨時特別給付金給付事業

新型コロナウイルス感染症による経済への影響の長期化や物価高

騰が家計を圧迫する中、国の給付金において、基準日以降の離婚

により、対象となる児童を養育しているものの、当該給付金を受給で

きなかった者に対して、つくば市独自に同額の給付金を給付する。

R4.4.1 R4.6.14
④-4．コロナ禍において物価高騰等に

直面する生活困窮者等への支援

19 市内観光における感染症対策事業
大型連休などにおける筑波山観光客の分散化を図るため、観光客

が集中する登山道上にウェブカメラを設置し、混雑状況の把握周知
R4.9.1 R5.2.9

情報発信を常時リアルタイムで行うことにより、筑

波山及びその周辺への観光誘客を促した。

7,310,597 7,310,597
非常に効果的で

あった

物価高騰等による影響を受ける子育て世帯を支

援することができた。

4,411,000 4,411,000
非常に効果的で

あった

観光客及び施設利用者が事前に混雑状況・自

身の身体状況を把握することで個人でのリスクマ
効果的であった

22
スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカー配

置事業

コロナ禍における相談要望の増加に対応するため、つくば市独自配

置をそれぞれ増員することで、教育相談及び支援体制の充実を図

る。

R4.4.6 R5.3.10 ③-Ⅰ-５．生活・暮らしへの支援 13,824,000 13,824,000

②市民生活や事業者

への支援

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止

②市民生活や事業者

への支援

③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
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No. 事業名 事業概要 事業始期 事業終期 国における経済対策との関係
市独自の分類

（集計用）

実施計画上の

事業費(円)
実績額(円) 交付金充当額(円) 成果目標 目標値 実績値 単位

事業成果

感染拡大防止
具体的な理由

事業成果

経済活性化
具体的な理由

３．予算執行状況

児童生徒へのパソコン

配置率
100 100 ％

普通教室への電子黒

板配置率
100 100 ％

24 家庭学習用ネットワーク環境整備支援事業

市内小中学校及び義務教育学校に在籍する児童・生徒のうち、経

済的理由等により、その自宅に家庭学習を行うためのインターネット

接続環境が整備されていない者に対し、モバイルＷｉ－Ｆｉルータ

端末等の貸出しを実施し、児童・生徒の家庭学習環境の均衡を図

ることで、新型コロナウイルス感染症による臨時休校時等のオンライン

学習を可能とする。

R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつ

ながる「デジタル田園都市国家構想」

③Withコロナに向けた

取組
3,441,000 768,306 768,306

要保護・準要保護の基

準該当者でインターネッ

ト利用環境未整備者

等への支援件数

27 27 件
非常に効果的で

あった

学年閉鎖や学級閉鎖時において、経済的な理

由によりインターネット接続環境が無い児童生徒

に対して導入したモバイルWi-Fiルータを活用して

オンライン学習等を効率的に行うことができた。

25 家庭学習支援ソフト整備事業

通常時のＩＣＴ教育の充実化及び新型コロナウイルス感染症によ

る臨時休校時等において、オンラインでの個別学習を行うための環境

を整備する。

R4.9.1 R5.3.31
③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつ

ながる「デジタル田園都市国家構想」

③Withコロナに向けた

取組
16,511,000 16,454,900 16,454,900

児童生徒へのライセン

ス整備率
100 100 ％

非常に効果的で

あった

学年閉鎖や学級閉鎖時において、導入した個別

学習ソフトウエア活用して学習を効率的に行うこと

ができた。

26 オンラインコミュニケーションツール整備事業

非接触化により新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するた

め、学校行事配信、全校集会の分散開催、保護者との面談等をオ

ンラインで行う環境を整備する。

R4.7.1 R5.3.31
③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつ

ながる「デジタル田園都市国家構想」

③Withコロナに向けた

取組
1,294,000 970,200 970,200 ライセンス整備学校数 49 49 校

非常に効果的で

あった

学年閉鎖や学級閉鎖時において、導入したオンラ

インコミュニケーションツールを活用して学校行事配

信や保護者との面談等を効率的に行うことができ

た。

27 電子図書館運営事業

　電子図書館サービスを開始することにより、「視覚障害者等の読書

環境の整備の推進に関する法律」（通称：読書バリアフリー法）の

基本理念にあるアクセシブルな書籍・電子書籍等の量的拡充や質の

向上が図られる。

　また、インターネットを利用してサービスが提供できるため、非来館型

サービスが実現することになり、新型コロナウイルス感染症の感染リス

ク低減につながるため、コロナ禍における図書館サービスとして効果的

である。

R4.8.12 R5.3.31
③-Ⅱ-１．安全・安心を確保した社

会経済活動の再開

③Withコロナに向けた

取組
7,689,000 7,624,742 7,624,742 電子書籍コンテンツ数 2000 1468 点 効果的であった

図書館に来なくても資料を利用できる非来館型

サービスを提供できた。

28 空気呼吸器用面体整備事業

空気呼吸器用の面体が現場活動する隊員全員に配備されていな

いため、早期に配備して新型コロナウイルス感染症の感染対策充実

を図る。

R4.10.12 R4.12.27 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
2,822,000 2,717,000 2,717,000 整備数 95 95 個 効果的であった

空気呼吸器用の面体を隊員間で共有していた

が、個人ごとに占有することが可能となり、隊員間

の感染防止対策を行うことができた。

タブレット整備数 40 40 台

会議システムアカウント

使用可能数
50 50 件

30 ウクライナ避難民支援事業

　ウクライナ避難民の市内受入れに伴い市営住宅の提供を行う際、

生活支援の一環として、生活に必要な最低限の家具・家電等を設

置する。また、入居直後の生活物資として、コロナ陽性者向け支援

物資に準じた食品等の支援物資（1日3食×10日分）を提供する

ことで、コロナ禍において物価高騰等に直面するウクライナ避難民を

支援する。

　避難民の日本語学習支援及び引きこもり防止を目的に、避難民

が市内で日本語学習支援を受ける際等の移動支援として、関東鉄

道バスの定期券または関鉄ふれ愛パス（６５歳以上の場合）の購

入費用を支給する（最大3カ月分）。なお、関東鉄道バス運行地

域以外に在住する場合は、「つくバス」回数券等の支給をもって代替

措置とする。

R4.12.2 R5.3.31
④-4．コロナ禍において物価高騰等に

直面する生活困窮者等への支援

②市民生活や事業者

への支援
2,644,000 47,320 47,320

交通費支援の申請者

に対する支援率
100 100 ％ 効果的であった

ウクライナ避難民日本語学習等交通費支援金の

支給申請があったウクライナ避難民２名に対し、

定期券（１名）及び関鉄ふれ愛パス（１名）

を支給した。これにより、日本語学校への通学や

日常の買い物等外出に対するハードルが下がり、

日本での生活に馴染むための一助となった。

31 文書管理システム改修事業

現在、市長部局にのみ導入されている電子起案の公印照合機能

及び電子公印（印影印刷）機能について、実施機関（公平委員

会、水道企業、下水道企業、教育委員会、議会、監査委員、農

業委員会）にも機能を付与することで、行政事務のデジタル化を推

進し、対面手続きの減少、ひいては新型コロナウイルス感染拡大防

止につなげる。

R4.11.10 R5.2.28 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
462,000 440,000 440,000 導入部局数 7 7 部局 効果的であった

導入部局において、職員同士の対面手続きが減

少し、テレワークでも可能な作業が増えた。

翌日発送郵便物の削

減数
400 700 通

当日発送率 40 70 ％

33 緊急雇用対策事業

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている雇用情勢への対策と

して、任期付職員を採用し、同じく感染症の影響で増大した市業務

への人的拡充を図る。

R4.4.1 R5.3.31 ③-Ⅰ-５．生活・暮らしへの支援
②市民生活や事業者

への支援
5,700,000 5,917,374 5,917,374 雇用人数 2 2 人 効果的であった

新型コロナウイルス感染症の影響により離職等の状況

にある方に対して、雇用の機会を提供し、生活の安定

を図った。

34 感染症対策推進事業
新型コロナウイルス感染症対策業務に従事する感染症対策室に勤

務する職員の時間外勤務手当分の人件費
R4.4.1 R5.3.31 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
1,400,000 1,071,849 1,071,849 対象時間数 560 409 時間 効果的であった

新型コロナウイルス感染症対策業務に迅速にあた

ることができた。

タブレット整備数 5 5 台

モバイルルータ整備数 3 3 台

36 Ｗｅｂ口座振替導入事業

金融機関等窓口提出のみで受け付けている公金の口座振替につい

て、非対面・非接触によるオンラインでの申し込みを導入することで新

型コロナウイルスの感染拡大防止に資するとともに、手続きのスマート

化を図る。

R4.12.15 R5.3.31 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
14,740,000 11,770,000 11,770,000

令和５年度Web口座

振替登録件数
5600 7,622 件 効果的であった

口座振替申込件数のうち、WEBでの申込件数

は42.5％であった。金融機関窓口での受付件数

は、前年比で約3割減だったため、非対面での申

込みにより感染拡大防止に効果的であった。

37 証明書コンビニ交付サービス手数料減額事業

コンビニ交付サービスの交付手数料を現在の１通150円または350

円のところを１通10円とすることにより、マイナンバーカードを利用した

コンビニ交付サービスの普及促進及びコロナ禍において物価高騰の

影響を受ける生活者の負担軽減につなげる。

R4.11.1 R5.3.31
④-4．コロナ禍において物価高騰等に

直面する生活困窮者等への支援

②市民生活や事業者

への支援
16,750,000 6,985,569 6,985,569

コンビニ交付の発行件

数令和３年度比増加

件数

57580 30749 件
非常に効果的で

あった

来庁が不要となり、職員と市民の市役所窓口で

接触する機会が減少したため。
効果的であった

証明書の交付手数料として支払っていたお金を、

食料品等に回せるようになったため。

38 物価高騰による医療機関等支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化及び、食材費や光熱費

等の物価高騰で大きな影響を受けている、特に有床医療機関（公

立病院を含まない）に対し、交付金を支給することで、経済的な支

援をし地域医療基盤の安定化を図る。

R4.11.22 R5.3.13 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
17,100,000 17,300,000 17,300,000

対象医療機関への支

給率
100 100 ％ 効果的であった

有床医療機関の新型コロナウイルス感染対策継

続を支援できたため
効果的であった

各医療機関が物価高騰分相殺のために支出を

抑えることを防ぐ一助となったと考えられるため

39 市独自PCR事業（継続分）

市独自PCRは無症状の感染不安（濃厚接触者を除く）や社会活

動を目的とした市民からのニーズは高い状況である。また、茨城県及

びつくば市の新型コロナウイルス感染者が、今後再拡大した時にも対

応できるよう、引き続き市独自PCR検査を実施し、感染拡大防止を

図る。

R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-２．ワクチン接種の促進、検査

の環境整備、治療薬の確保

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
14,080,000 9,333,233 9,333,233

一日あたりの平均受検

者数
60 44 人 効果的であった

感染者を早期に発見することで、感染拡大防止

に貢献することができた。
効果的であった

PCR検査の陰性の結果を示すことで、検査対象

者の出張や旅行等、移動を伴う経済活動をしや

すくしたため。

4,620,000

743,000

294,276,000

4,040,000 効果的であった
疾病等を理由により来庁できない議員がオンライ

ンで委員会に出席することができたため。

庁内におけるオンライン会議の推進に寄与した。
非常に効果的で

あった

タブレット端末を導入したことによりWeb会議を円

滑に行う環境が充実し、対面での会議を減らすこ

とに寄与した。

非常に効果的で

あった

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、増大している郵便発送

業務に対し、郵便料金計器を導入することで、郵便発送をスマート

に行うことができ、行政事務のデジタル化を推進するとともに、郵便物

GIGAスクール構想による児童生徒に対して1人に１台の学習者用

パソコンの整備及び普通教室に各１台の電子黒板の整備を行い、

通常時のＩＣＴ教育の充実化、新型コロナウイルス感染症による

臨時休校時等におけるオンライン授業環境を整備する。

学習者用パソコン及び電子黒板整備事業23

学年閉鎖や学級閉鎖時において、導入したパソ

コンや電子黒板を活用してオンライン学習等を効

率的に行うことができた。

非常に効果的で

あった
293,077,920293,077,920

③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつ

ながる「デジタル田園都市国家構想」
R5.3.31R4.4.1

発送郵便物の到着が早くなった。
非常に効果的で

あった

郵便物の発送作業が簡易になり、滞留発送郵

便物が減った。

非常に効果的で

あった
4,565,0004,565,000③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底R5.3.31R4.12.21

R4.10.1

4,039,992 4,039,99229 議会ＩＣＴ推進事業

議会用タブレット及びオンライン議会システムを活用してオンライン議

会の開催を可能にすることで、非対面化による新型コロナウイルス感

染症のリスク低減を図る。

R4.4.1

35

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて急増したweb会議や

webセミナーに対し、タブレット端末及びモバイルルータを導入すること

で出先機関等の職員でも対応できるよう支援し、新型コロナウイルス

オンライン会議等用タブレット整備事業

郵便発送業務における感染症対策事業32

697,879697,879

③Withコロナに向けた

取組

③Withコロナに向けた

取組

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止

R5.3.31
③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつ

ながる「デジタル田園都市国家構想」

③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底R5.3.31
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40 保育施設等給食費物価高騰対策支援事業

コロナ禍において高騰する食材費の増額分の負担を保護者に求める

ことなく、質の高い保育所等の給食を継続して提供する。

公立保育所の賄材料費（教職員分を除く）を計上するとともに、

民間保育施設への支援として交付金事業を行う。

R4.10.1 R5.3.31
④-4．コロナ禍において物価高騰等に

直面する生活困窮者等への支援

②市民生活や事業者

への支援
94,365,000 64,762,500 61,450,500 交付金による支援件数 126 99 件 効果的であった

保護者からの給食費について負担増することなく、

給食の質を維持できた。

41 運送事業者等原油価格高騰対策支援事業

コロナ禍において原油価格高騰の影響を受けている貨物運送事業

者、貸切バス事業者、福祉タクシー事業者及び自動車運転代行業

者に対し、事業継続を支援し、産業の中軸である物流及び市民の

移動手段を維持するため支援金を交付する。

R4.10.11 R5.4.12 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
21,870,000 13,480,000 13,480,000 交付件数 200 137 件 効果的であった

コロナ禍における原油価格高騰の影響を受け収

益悪化に見舞われた運送事業者に対して、支援

金による緊急的な措置により運送事業者の事業

継続を支援することで、産業の中軸である物流及

び市民の移動手段の維持に寄与した。

42 肥料費高騰対策支援事業

新型コロナウイルス感染症拡大やウクライナ情勢等の影響により、農

産物の生産に必要不可欠な農業資材である肥料の価格が高騰

し、経営が圧迫されている農業者に対して交付金を交付することで、

営農継続を支援する。

R4.10.7 R5.2.27 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
75,057,000 37,634,568 37,634,568 交付数 240 211 経営体 効果的であった

価格転嫁が難しい農産物について、肥料費の高

騰分を支援することで、経営を安定させ、農業者

の離農を防ぐことができた。

43 飼料費高騰対策支援事業

新型コロナウイルス感染拡大やウクライナ情勢等の影響により、農産

物の生産に必要不可欠な農業資材である飼料の価格が高騰し、

経営が圧迫されている畜産業者に対して交付金を交付することで、

畜産業の継続を支援する。

R4.10.7 R5.1.24 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
15,200,000 12,340,000 12,340,000 交付数 15 17 経営体 効果的であった

価格転嫁が難しい畜産物について、飼料費の高

騰分を支援することで、経営を安定させ、農業者

の離農を防ぐことができた。

44 公共交通支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている公共交通事業者

（鉄道事業者、路線バス運行事業者、タクシー事業者）に対し、

燃料費高騰分に関する経済的な支援をすることで、地域の生活路

線を継続して運行できるよう支援する。

R4.10.12 R5.1.24 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
25,717,000 24,327,292 24,327,292 交付件数 23 20 件 効果的であった

交通事業者は認可による運賃上限が定まってお

り、高騰した燃料費や感染対策に要するの経費

を運賃に転嫁することが困難であるため、交付金

による経営支援は高い効果と需要がある。

45
Ｗｅｂ口座振替導入事業

（上下水道料金）

新型コロナウイルスの感染防止のため、窓口での対面接触を避ける

観点から、口座振替登録の申込みをＷｅｂ上から可能とすること

で、来庁の必要性を減らし、外出や接触の機会低減とともに市民の

利便性向上を図り、併せて窓口事務の業務効率改善を図るもの。

R5.3.17 R5.3.17 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
1,870,000 1,870,000 1,870,000

令和５年度Web口振

申込件数
2900 1169 件 効果的であった

来庁の必要性を減らしたことにより、市民の外出

や接触の機会を低減し、感染症拡大防止に寄

与した。

口座振替申込件数のうち、WEBでの申込件数

は18.7％であった。

46 学校給食費負担軽減事業

コロナ禍において高騰する食材費の増額分の負担を保護者等（教

職員除く）に求めることなく、質の高い学校給食を継続して提供す

る。

R4.4.25 R5.3.31
④-4．コロナ禍において物価高騰等に

直面する生活困窮者等への支援

②市民生活や事業者

への支援
123,902,000 115,470,955 115,470,955 保護者への負担増 0 0 円 効果的であった

食材費が高騰していたが、給食費を値上げせず、

子育て世帯の負担軽減につながった。

47 修学旅行における企画費用等負担軽減事業

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、修学旅行が延期または

中止となった際に生じたキャンセル料等について、市が負担すること

で、保護者等の経済的な負担軽減を図る。

R4.4.1 R5.3.31 ③-Ⅰ-５．生活・暮らしへの支援
②市民生活や事業者

への支援
129,000 320,020 320,020

中止等の件数に対する

負担軽減対応率
100 100 ％

非常に効果的で

あった

キャンセル補償制度の保険料を補助することで、

旅行直前に発生した新型コロナウイルス感染症に

よる修学旅行１件、スキー旅行２件の実施を、

保護者の負担なく延期し、感染拡大を防止する

ことができたため。

48
令和5年つくば市二十歳の集いにおける感染症対策

事業

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、二十歳の集いの分散開催

（２回）に伴う委託料等の増額分
R4.11.30 R5.2.28 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
759,000 115,730 115,730

二十歳の集い(午前、

午後２回）参加者総

数

1600 1,828 人 効果的であった
分散開催により感染症対策を行うことができ、式

典での感染拡大のリスクを下げることができた。

49 感染症対策救急用消耗品購入事業
感染防止衣及びマスク等の救急用消耗品を購入し、救急、救助現

場における新型コロナウイルス感染症への対策を図る。
R5.2.9 R5.3.24 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
1,931,000 1,870,000 1,870,000

感染防止衣（上下）

の整備数
750 750 着

非常に効果的で

あった

感染防止衣の充実によりコロナウイルス感染症傷

病者に対する活動が十分に発揮でき隊員の感染

防止が図れた。

50
つくば市障害福祉サービス事業所等物価高騰等対策

支援給付交付事業

コロナ禍において、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を

受けた障害福祉サービス事業所等に対して、「電力・ガス・食料品等

価格高騰重点支援地方交付金」を活用して、負担を軽減する支援

を実施する。

R5.1.16 R5.4.14 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
46,850,000 42,350,000 42,350,000 対象施設への交付率 100 100 ％ 効果的であった

燃料費等の高騰により経営が困難になりつつあっ

た事業所の一助となった。

51
介護保険サービス事業所等物価高騰等対策支援給

付事業

コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受

けた介護保険サービス事業所等に対して、負担を軽減する支援を実

施する。

R5.1.16 R5.3.24 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
59,300,000 58,750,000 58,750,000 対象施設への交付率 100 99.6 ％

非常に効果的で

あった

物価高騰の深刻な影響を受ける対象事業所に

対して支援を行うことができたため。

52 保育施設等光熱費物価高騰対策支援事業

コロナ禍における電力・ガス代等の価格高騰対策への支援を行い、

保育所等の保育環境の維持に寄与する。

※民間保育施設への支援として交付金事業を行う。

R5.1.13 R5.3.31 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
28,895,000 26,770,662 25,143,062 交付金による支援件数 126 110 件 効果的であった

延長保育や一時預かり等の他事業を制限するこ

となく、保育環境を維持できた。

53 児童クラブ光熱費高騰対策支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響及びエネルギー価格高騰の影響を

大きく受けている民営児童クラブに対し、光熱費高騰分の補助をす

ることで、経済的な支援をする。

R5.2.10 R5.3.30 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
5,463,000 5,655,552 5,655,552 交付件数 47 64 件

非常に効果的で

あった

事業者の負担軽減を図り、安定的な施設運営

の継続を確保するとともに、利用者に対する負担

の転嫁の抑止することができたため。

54 農林水産業における物価高騰対策支援事業

コロナ禍において、農業水利施設の電気料金高騰の影響を受けて

いる土地改良区に対し、高騰分に対する補助を行うことで経済的な

支援をする。

R4.12.27 R5.3.16 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
132,000,000 130,063,000 108,672,167 交付件数 11 11

土地改良

区
効果的であった

賦課金の値上げ抑制に資することができ、営農継

続への負担軽減に繋がった。

55
つくば市無床診療所、歯科診療所及び薬局における

物価高騰対策支援金交付事業

市内に開設し厚生労働大臣が指定する保険医療機関（無床診

療所、歯科診療所）及び保険薬局に対して、新型コロナウイルス感

染症拡大による影響及びエネルギー・食料品等の物価高騰の影響

による経済的負担を軽減する支援を行い、医療提供体制を維持し

ていく。

R5.1.1 R5.4.3 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
44,000,000 42,300,000 42,300,000

無床診療所、歯科診

療所及び薬局に対する

支援件数

443 423 件 効果的であった
感染拡大の長期化の中、診療時間等の短縮等

措置することなく医療基盤の安定を図れた。
効果的であった

医療機関・歯科・薬局等の継続的・安定的な事

業を支援できた。

56 水道施設電力価格高騰対策事業

コロナ禍における　エネルギー価格の高騰により各・浄配水施設の電

力料が増加し、水道事業の経営に大きな負担となっていることから増

加分について支援する。ひいては、水道料金への転嫁による生活者

の負担増を未然に防ぐことにもつながる。

R5.3.31 R5.3.31 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
63,366,000 63,366,000 38,442,268

交付金を活用した施設

数
13 13 か所 効果的であった

エネルギー価格の高騰により各浄配水施設の電

力料がR4/R3で1.5倍に増加していたが、その増

加分を水道料金に転嫁させることなく、生活者の

負担増を未然に防ぐことができたため。

57 下水道施設電力価格高騰対策事業

コロナ禍における　エネルギー価格の高騰により中継ポンプ場の電気

代が増加し、下水道事業の経営に大きな負担となっていることから増

加分について支援する。ひいては、下水道料金への転嫁による生活

者の負担増を未然に防ぐことにもつながる。

R5.3.31 R5.3.31 ④-1．原油価格高騰対策
②市民生活や事業者

への支援
62,110,000 54,823,711 43,736,034

交付金を活用した施設

数
29 29 か所

非常に効果的で

あった

中継ポンプ場の電気代における電力価格高騰分

に対し、一般会計からの繰入金を充当したこと

で、下水道事業の経営負担を軽減し、下水道料

金への転嫁による生活者の負担増を未然に防ぐ

ことができたため。

58 妊娠出産子育て支援交付金

新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響を受ける妊婦及び子

育て世代に対し、安心して出産、子育てができるよう伴走型の相談

事業及び交付金事業を実施する。

R5.2.1 R6.2.29
④-4．コロナ禍において物価高騰等に

直面する生活困窮者等への支援

②市民生活や事業者

への支援
332,233,000 305,230,150 50,748,150 給付金給付件数 6500 6020 件 効果的であった

物価高騰の影響を受ける妊婦や子育て世代に

対し、給付金を支給することで、経済的負担を軽

減できた。

59 デジタル田園都市国家構想推進交付金

つくば市独自のポータルアプリの機能を拡充し、オンライン上での情報

収集や行政手続き等を充実させることで、住民の利便性向上や新

型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図る。

R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつ

ながる「デジタル田園都市国家構想」

③Withコロナに向けた

取組
37,180,000 37,180,000 18,590,000

つくば市ポータルアプリの

延べダウンロード数
20000 13000 人 効果的であった

当初の予定より具体的な追加機能の運用開始

が遅延したため目標値には達しなかったが、オンラ

イン上での情報収集や行政手続き等を充実させ

ることで感染拡大防止に寄与した。

60
疾病予防対策事業費等補助金（特定感染症検査

等事業）

新型コロナウイルス感染症が拡大する中にあっても、風しん抗体保有

率の低い年代の風しん抗体保有率を高め、風しんの発病及びその

重症化の防止、並びに蔓延を予防するとともに、集団免疫の獲得に

努める。また、先天性風しん症候群の発症を予防する。

R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-２．ワクチン接種の促進、検査

の環境整備、治療薬の確保

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
2,338,000 8,368,604 4,184,604 検査実施回数 4700 919 回 効果的であった

風しん抗体の有無を確認することで、風しん抗体

を保有していない人に対する接種勧奨となり、抗

体保有率を高められたと考えられる。

効果的であった
風しん抗体の保有率を高めることで、風しんによる

人流抑制の緩和の一助となったと思われる。

かかり増し経費の支援

か所
244 102 か所

備品購入費の支援か

所
281 207 か所

感染症対策のための改

修か所
93 46 か所

158,040,000 効果的であった

各施設で新型コロナウイルス感染拡大防止のため

の衛生消耗品の購入等ができ、一定の感染拡大

防止の効果があった。

61
子ども・子育て支援交付金（新型コロナウイルス感染

症対策支援事業）

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける様々な子育て支援事業

ついて、かかり増し経費・備品購入費等の支援を行う。
R4.7.1 R5.3.31 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底 76,617,993 25,539,993

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
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62
保育対策事業費補助金（保育環境改善等事業の

うち新型コロナウイルス感染症対策支援事業）

施設等における新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する観

点から、職員が感染症対策の徹底を図りながら事業を継続的に実

施していくために必要な経費を支援するとともに、マスクや消毒液等の

衛生用品や感染防止のための備品の購入等に対する支援を行うこ

とにより、施設等における継続的な事業実施に向けた環境整備を図

ることを目的とする。

R4.4.1 R5.3.31 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
56,300,000 37,953,000 18,984,000

民間における支給決定

園数
85 93 園 効果的であった

かかり増し経費や衛生用品の経費を補助すること

で、施設が感染症対策を講じながら運営すること

ができた。

63
保育対策総合支援事業費補助金（保育所等におけ

る感染症対策のための改修整備等事業）

施設等における感染症対策のために必要となる改修や設備の整備

等に対する支援を行うことにより、施設等における継続的な事業実

施に向けた環境整備を図ることを目的とする。

R4.4.1 R5.3.31 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
54,537,000 13,863,000 4,622,000

民間における支給決定

園数
30 15 園 効果的であった

施設の改修事業によって感染リスクの軽減が図れ

た。

Co2モニタ 76 17 台

消毒液オートディスペン

サー
54 24 台

電子黒板 46 127 台

65
教育支援体制整備事業費交付金（幼稚園の感染

症対策支援）

新型コロナウイルス感染症対策を実施するために必要となる保健衛

生用品（子ども用マスク、消毒液等）の購入等及び新型コロナウイ

ルス感染症対策を徹底するために必要なかかり増し経費への対応に

活用する。

R4.7.1 R5.3.31 ③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底
①新型コロナウイルス

感染症拡大防止
3,200,000 3,039,795 1,520,795

保健衛生用品（子ど

も用マスク、消毒液

等）の購入の総事業

費活用率

100 100 ％
非常に効果的で

あった

本交付金事業により衛生消耗品等を購入できた

ことで、新型コロナウイルス感染拡大防止を図るこ

とができた。

66 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金

【生活困窮者自立支援の機能強化事業】

新型コロナウイルス感染症の影響により、増大かつ多様化する生活

困窮者の相談に適切に対応するため、自立相談支援機関の支援

相談員を増員して支援体制の機能強化を図る。

R4.4.1 R5.3.31 ③-Ⅰ-５．生活・暮らしへの支援
②市民生活や事業者

への支援
5,150,000 5,150,061 1,288,061 訪問による支援件数 60 89 件

非常に効果的で

あった

生活困窮者からの相談に対し、相談者の状況に

応じて訪問による支援を実施することができた。

67 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金

【新型コロナウイルス感染症に対応した自殺防止対策事業】

新型コロナウイルス感染症に対応した自殺防止

対策事業の実施において、必要となる相談員を増員して支援体制

の充実を図る。

R4.4.1 R5.3.31 ③-Ⅰ-５．生活・暮らしへの支援
②市民生活や事業者

への支援
515,000 514,944 128,944 相談件数 96 314 件 効果的であった

新型コロナウイルス感染症の影響により高まる精

神疾患や精神的不健康状態の初期症状や前

兆にある本人や家族に対して電話や面接等で相

談に応じることができた。

効果的であった

こころといのちの相談窓口一覧チラシの活用や、

関係機関との連携で効果的な相談支援を行うこ

とができた。

66,150,00064
児童生徒の安全安心な学習環境の確保及び教

育活動を継続することができた。

非常に効果的で

あった
29,347,68158,693,681③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底R5.3.31R4.7.22

各学校が感染症対策等を徹底しながら、児童生徒の学習保障をす

るための物品を購入して、教育環境の充実を図り、学校教育活動の

円滑な運営を支援するため。

学校保健特別対策事業費補助金（学校等における

感染症対策等支援事業）

①新型コロナウイルス

感染症拡大防止


